2009年７月22日
厚生労働大臣
　舛添　要一　　様
全日本自治団体労働組合
　中央執行委員長　岡部　謙治
社会的セ－フティネットの整備に関する緊急要請書

国民生活の安定と福祉の向上に向けた貴職の努力に敬意を表します。

さて、「派遣切り」など急速に進む雇用危機の深刻化の中、失業者をはじめ生活保護受給者が急増しています。また、「子どもの貧困」が社会問題化するなど、セーフティネットであるべき社会保障の機能不全に対する対応は国民的課題となっています。

政府は「経済危機対策」として「雇用と住居を失った者に対する総合支援策」を策定し、雇用失業情勢の深刻化に対応するとしています。生活保護制度は「最後の」セ－フティネットであり、生活保護に過度の負荷がかからないセ－フティネットの再構築が必要であると考えられることから、「雇用と住居を失った者に対する総合支援策」は重要な意義を有し、迅速かつ円滑な実施が望まれます。

　　しかし、雇用保険を中心とした雇用に関するセ-フティネットの構築や普遍的な住宅セ－フティネットの構築はより重要な課題であり、重層的なセ－フティネット体系を構築するための中期的課題として早急に検討に着手すべきであると考えます。

また、「子どもの貧困」対策をはじめ障害者や高齢者などの貧困化の拡大に対応した総合的なセ－フティネット体系の整備は喫緊の課題であることから、次の事項を踏まえて対応されるよう要請します。

記

１．「雇用と住居を失った者に対する総合支援策」の運用にあたり、以下の事項をふまえ、迅速かつ円滑な実施をはかること。

（1）「雇用と住居を失った者に対する総合支援策」を一体的に実施し、ワンストップ・サ－ビスを実現して利用者の迅速なアクセスを保障すること。このため、「総合支援策」に含まれるサービスの手続きを簡素化するとともに、権限の集中等によってコーディネート・システムを構築すること。

（２）離職者等の制度利用を促進するため、企業の協力を要請する等、広報・周知に努めること。

（３）住宅確保の緊急性に鑑み、雇用促進住宅の最大限活用や旅館・空き社員寮の借り上げ方式の促進に加え、地域の余剰住宅資源等を最大限に活用して、現物給付の供給の確保を図ること。

（４）手続きの迅速性を確保し、利用にかかるスティグマを除去して、「総合支援」の利用の促進を図ること。このため、「総合支援策」に含まれる資産要件（就職安定融資資金、訓練・生活支援給付金、住宅手当緊急特別措置事業）の運用を緩和もしくは凍結すること。

（５）住居喪失者に対する雇用対策（ハロ－ワ－ク関係）

　　　　①「就職安定資金融資」の貸付要件を厳格化せず、必要とする労働者へ支援を継続すること。

　　　　②「緊急人材育成・就職支援基金」による「訓練・生活支援給付金」に関する金融資産の要件は、制度目的に適せず、また審査にコストがかかるため除外すること。
　　（６）住宅手当
　　　　生活保護受給要件との差別化をはかり、より利用しやすい制度とするため、資産要件の運用を緩和もしくは凍結するとともに、収入要件を緩和すること。また、就職活動要件について、手続きの簡素化や権限のある機関の特定、運用の緩和を実施するか運用を凍結すること。

　（７）生活福祉資金
　　　　連帯保証人要件の緩和及び貸付利子の引き下げにより、償還困難ケースが増加することになるため、国による貸付原資及び欠損補てん積立金の確保を恒常化するとともに、償還免除規程の緩和を図ること。
　（８）臨時特例つなぎ資金について
　　　　　緊急的な事態に対する迅速な対応を可能とするため、貸付の決定及び償還免除にかかる権限を都道府県社会福祉協議会から市町村社会福祉協議会に委譲するとともに、関係諸機関との連絡調整制度を確立すること。

　　

２．以下の事項をふまえ、「子どもの貧困」対策を早急に実施すること。
　　（１）生活保護制度の改善について

　　　　①母子加算の早急な復活及び見直しをはかること。

　　　　②高校就学費の改善に当たっては、その認定方法を義務教育における教育扶助並みに簡素化すること。
　
　（２）児童養護施設の改善について

①児童養護施設に入所している子どもの生命・人権・プライバシーを守るため、児童福祉法第４５条及び児童福祉施設最低基準における「設備および職員配置基準」を改善すること。

　　　　②地域の子どもたちと平等な教育条件を保障するため、措置費における教育
費・学習活動費を実勢に対応できるよう改善すること。（クラブ活動費、学
習塾、地域のスポーツクラブ・音楽教室等への参加経費の保障）
３. 「新たなセーフティネット」の構築、雇用の維持、雇用機会の創出などの緊急雇用対策は、障害者も含めた内容にするとともに、障害者への各施策等に関する情報の提供と保障、ならびに利用可能とするためのバリアフリー等の対応をすること。

４．「雇用と住居を失った者に対する総合支援策」及び社会的セ－フティネットに関わる労働者の処遇改善及び人材の確保と定着を図るため、財政支援をおこなうこと。
　　（1）住居喪失離職者に対する雇用対策を担当する住居・就労確保支援員などハロ

－ワ－クの職員の処遇を改善すること。

　　（2）生活福祉資金や臨時特例つなぎ資金貸し付け事業を担当する市町村社会福祉

協議会の職員について、現行制度上、相談員を「配置することができる」となっているが、財源措置のうえ配置を義務付けること。
　　（3）就労支援員など住宅手当緊急特別措置事業等を担当する福祉事務所等の職員

の処遇を改善すること。

　　（4）母子自立支援員、家庭相談員、婦人相談員など非常勤雇用が原則とされてい

る職員について、法令改正を実施し常勤雇用も可能とするように法令を改正するなど処遇改善を実施すること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５.生活保護制度の改善を図ると共に、以下の事項をふまえ生活保護に過度の負荷をかけない普遍的なセーフティネット体系を構築すること。

　　（1）雇用保険制度の拡充

雇用保険制度について、給付日数の延長、給付日額の最低保証の創設、適用対象の拡大、保険料負担のあり方について、抜本的に充実すること。

　　（2）住宅セ－フティネットの拡充
　　　　　国の責任において公営住宅の入居対象者を拡大してその供給を拡大するとともに、家賃補助制度の拡充などによって民間賃貸住宅における低家賃住宅の供給を拡大すること。

　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

